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7/13中央最低賃金審議会に対し、
　厚生労働省前で「第1回中賃要求行動」を実施。

7月13日（金）17時より19時の日程で今年度第1回目にあたる「第23回中央最低賃金審議会」が、開催されました。全労連は、16時半から19時半まで、最賃の大幅な引き上げ求め、50人がプラカードを持って、審議会に声を上げました。
例年5月に開かれ、厚生労働大臣の諮問の手交と委員紹介、日程確認程度で終る儀式的な審議会となりますが、この日は柳澤大臣が出席、国会や円卓会議の経過にもふれ引き上げ基調での調査審議を要請しました。
事務局から、国会審議や円卓会議での議論経過が紹介され、その後、円卓会議の議論をふまえ、厚生労働省として作成した「目安審議に際して留意すべき考え方」の説明がありました。その後、質疑・意見交換となりました。

使用者委員は、諮問の基調が引き上げありきである、事務局提示の日程がタイトである、水準に関わってだされた「留意すべき考え方」の内容に疑問がある、などと強く反発しました。
労働者委員は、｢最低でも50円｣の引き上げを要求しました。

目安小委員会の日程について、発表されたのは7月中決着の短期決着型の日程でした。使用者はその日程では「従来の延長線上の決定しかできない」としたが、「とにかくやってみるしかない」との会長の発言をもって、全体了承となりました。
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

【審議会のポイント】

１．会長及び会長代理の選出
会　　長　今野浩一郎（学習院大学経済学部教授）⇒目安小委委員長兼務

会長代理　石岡慎太郎（職業訓練法人日本技能教育開発ｾﾝﾀｰ理事長、元労働基準局長）

２．諮問文書

　厚生労働省発基勤第0713001号

「平成19年度地域別最低賃金額改定の目安について、現下の最低賃金を取り巻く状況を踏まえ、成長力底上げ戦略推進円卓会議における賃金の底上げに関する議論にも配慮した、貴会の調査審議を求める。」　　　　平成19年7月13日　　　　　　　　　　　厚生労働大臣　柳澤　伯夫

３．柳沢厚労大臣あいさつ

「経済はゆるやかだが回復過程という認識。しかし、非正規労働者が拡大しパート労働者など働き方が多様化している。労働者が安心、納得して働けることが大切であることは言うまでもない。最低賃金は、低賃金労働者のセーフティーネットという認識をしている。「生活保護施策との整合性を考慮して」ということが、先の通常国会で提出され、継続審議となっている。また、格差の固定化は適当ではないことや、諸外国との比較でも大幅に引き上げるべきという報告がされている。例えば、私からは雇用の形態がどんなものでも安心して働いていただきたい。中長期的な最賃の考え方（上げていく）は、法案は継続審議になったが、事実認識はかわるものではないので、委員の皆さんにはその点で考えていただきたい。

円卓会議では、格差をなくしていくということから、従来の考え方の単なる延長線上ではなく、パートタイムや非正規問題などを考慮した考え方で、働く人の賃金の底上げがおこなわれるような議論をお願いします。」

４．平成19年度地域別最低賃金額改定の目安について（諮問）　事務局説明　

○「平成19年度の地域別最低賃金額改定の目安審議に際して留意すべき考え方」(別添資料)
５．日 程

○7月20日（金）第１回目安小委員会　10:00～12:00　 　　　●「第2回中賃要求行動」
※　20日9:30～１２:10まで、厚生労働省前で「第2回中賃要求行動」（宣伝＋座り込み）

12：15～13：00予定で「昼の霞ヶ関デモ」を実施します。代表の参加をお願いします。
○7月25日（水）第2回目安小委員会　10:00～12:00　 　　　●｢第三次最賃デー｣
霞ヶ関8:30～          
○7月31日（火）第3回目安小委員会　10:00～12:00  17:00～●「第3回中賃要求行動」　

赤坂・茜荘前9:30～10:30

○8月 3日（金）第24回中央最低賃金審議会（答申） 10:00～  　
６．審議会議事の抜粋
【使用者側】　中小企業の立場で経営は十数年に及ぶ長期不況で、下請け価格にみるように厳しい。全体的余力がなく、最賃大幅引き上げに対応するのは極めて困難。経営に打撃を受け、水をさされる。まず引き上げありきでなく、生産性向上を実現した結果の引き上げであるべき。円卓会議にもあるように、今までの議論を考慮して、中小規模の支払い能力や雇用の問題を見極めて慎重に審議を。

　日程について意見を言う。例年であれば5月～7月答申という日程だが、今回短期で設定というのは遺憾に思っている。
【労働者側】　ワーキングプアやネットカフェ難民は社会問題化している。円卓会議の議論に配慮し、従来の考え方ではなく、働く人の生活に見合ったものをということを労働側は重く受け止めている。現最賃は、セーフティーネットを担っていない。私たちは、高卒初任給や一般労働者の賃金の50％という定義をし、900円を上回るべきと意見をのべてきた。連合は、マーケットバスケット方式で850円という水準だ。850円や900円は、難しいとは思うが、平均的に見て大幅引き上げを。最賃を考える上での厚労相のあいさつや円卓会議の議論は、格差の固定化になってはいけない、格差の改善をとの考え。だから、規模を特定するのではなく、全体的に考えていくべき。国民が納得するものでなくてはならない。支払能力は一貫して使用者が言ってきたが、これを中心に議論すると、いつまでたっても上がらない。今年は清水の舞台から飛び降りる覚悟で最低でも50円をお願いしたい。

【使用者側】　順序が逆。それでは、中小企業では失業を招く。最賃が低い地域、沖縄や青森はいまだに失業率が6～7％。非正規労働者などのことを考えることは、（最賃法）第3条には明確に規定されているので無視をしてはいけない。初任給との比較は疑問をもつ。一般労働者の賃金の50％の水準も不明。「見込み」は論外。8～58円は、地方から不安の声が上がっている。官邸が主導する最賃は、一時期の政治の流れによって判断されてはならない。労働法制もあるが、はたしてこれだけ（58円）上がったとき、50万の反則金は追い討ちであり、経営者は死活問題。週休二日や労働時間制のときは十分議論してきたのに、上げたいのであれば法案も改正してゆっくり議論すべき。

【使用者側】　「従来の考え方の単なる延長線上ではなく」とはどういうことか？
【事務局】　円卓会議では｢第3回成長力底上げ戦略推進円卓会議における合意｣にあるような経過で議論が行われたが、現時点はすぐにできないが、すみやかに成立されれば今後さらに継続的に中長期的な、と円卓会議はなっているので、単なる延長線上ではない。
【会長】　｢平成19年度の地域別最低賃金額改定の目安審議に際して留意すべき考え方｣の「従来の考え方の単なる延長線上ではなく」は、「留意すべき考え方」で提示されている。「従来の考え方ではなく」は、ここ（審議会）で議論していくべき。

【事務局】　日程について、10月1日の発効となると、8月上旬までに答申を。

【会長】　やってみるしかない。難しくなったらそのとき考える、でご了解いただきたい。









